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技能実習から育成就労へ
～特定技能制度を含めた制度改革の概要と行方～
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現在の技能実習制度・特定技能制度の概要

●技能実習制度（平成5年創設）＜91職種、約41万人＞

・人材育成を通じた国際貢献を目的

・1号/1年、2号/2年、3号/2年の最長5年

・受入企業が計画に基づき実習実施／監理団体による
実習監理／技能実習機構による指導監督・相談支援

・本人意向の転籍は原則不可

●特定技能制度（平成31年創設）＜16分野、約26万人＞

・人手不足分野における人材確保を目的

・1号/5年、2号/制限無し

・技能実習2号を修了又は日本語（N４相当）及び技能
の試験合格等を要件として雇用

・特定技能1号は相当程度の知識or経験を必要とする
技能、特定技能2号は熟練した技術を要する業務

・本人意向の転籍は就労している分野の中では可能

・登録支援機関等による支援

（資料）出入国在留管理庁「育成就労制度の概要」を元に一部編集
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制度見直しの背景・概要①

●就労現場では外国人材がより一層重要に

・2040年までに1200万人の生産年齢人口の減少

・総人口は年間100万人ペースで減少

・2100年には人口の40％が高齢者

＜今まで＞
足りない人材を生産性向上や女性・高齢者・
外国人材で補完

↓

＜今後＞
人口減少のスピードが速く、外国人材がいない
と社会・経済・産業が成り立たない、現状のシ
ステムが維持できない状況に
（特に地方において）

在留外国人数及び外国人労働者数（2023年概数）

（資料）厚生労働省「第6回外国人介護人材の業務の在り方に関する検討会参考資料」を元に一部編集
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●国際的な人材獲得競争の激化

⇒台湾・韓国など近隣諸国との競争激化

・台湾、韓国が移動先上位に上昇
（日本は相対的に低下）

・低、中熟練労働者の平均月給は日本
より韓国が高い

・台湾、韓国で低熟練外国人労働者の
受入れが拡大

低・中熟練外国人労働者の平均月給比較（2022年、円換算）(注2)(注3)

海外に移動する労働者数（フロー、割合）（注1）

（資料）厚生労働省「第6回外国人介護人材の業務の在り方に関する検討会参考資料」を元に一部編集

制度見直しの背景・概要②
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●技能実習制度の目的と実態のかい離

●長期に渡る人材確保が困難な状況

＜制度目的＞
人材を育成を通
じた技能移転に
よる国際貢献

＜運用実態＞
経済の担い手、
国内企業の貴重

な労働力

・技能実習の対象となる職種・分野が特
定技能と不連続（技能実習2号移行対象
職種のうち、対応する特定技能の産業分
野がないものがある）

・技能実習の職種が細分化され、従事で
きる職種が限定

・技能実習終了後は「帰国」が前提と
なっている制度上の原則（修得した技
能を母国で活かすという前提のため）

●技能実習制度から育成就労制度へ

・技能実習制度を発展的に解消し、「人
材確保」及び「人材育成」を目的とし
た育成就労制度を創設

・特定技能制度については、支援等の在
り方の適正化を図ったうえで存続

●長期に渡り産業を支える人材を確保

・特定技能1号水準の人材を育成するため
の制度に（原則3年の就労を通じて特定
技能1号水準の人材を育成）

・受入対象分野は特定技能の産業分野と
原則一致させる

・従事可能な業務範囲を特定技能の「業務
区分」や関連業務に拡大

・受入見込み数を適切に設定(現在82万人)

・日本語能力の向上方策を講じる

制度見直しの背景・概要③

（資料）厚生労働省「第6回外国人介護人材の業務の在り方に関する検討会参考資料」を元に一部編集
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●外国人に魅力を感じにくい現行制度 ●外国人に魅力ある制度で選ばれる国に

・キャリアパスが不明瞭（日本での就労の
キャリアアップイメージが描きにくい）

・労働者としての権利保護が不十分
（ex転籍不可、「やむを得ない事情」に
よる転籍範囲も不明瞭
＊転籍制限が失踪問題の原因の場合も

・不適正な送出、受入、監理事例（ex高額
手数料、人権侵害事例）

・失踪問題、ブローカー介入の問題

・キャリアアップの道筋を明確化（分野・
業務の連続性強化による特定技能移行と
いう道筋）

・労働者としての権利性向上（やむを得な
い事情の転籍範囲の明確化・拡大、一定
条件による本人意向の転籍可など）

・関係機関の要件等を適正化（原則2国間取
決め<MOC>作成国からのみ受入れ、悪質
な送り出し機関の排除、外国人技能実習
機構を「外国人育成就労機関」に改組）

・ブローカー対策（不法就労助長罪の法定
刑引き上げなどブローカ排除）

・受入機関の人材流出懸念への配慮（転籍
時の受入れ負担初期費用の補填など）

制度見直しの背景・概要④

（資料）厚生労働省「第6回外国人介護人材の業務の在り方に関する検討会参考資料」を元に一部編集



Copyright ＠2024 グラスルーツ行政書士事務所 All Right Reserved

育成就労制度の概要

●目的

●基本方針・分野別運用方針

●育成就労計画認定制度

●監理支援機関許可制度

●適正な送出しや受入環境整備の取組

・令和6年6月21日「出入国管理及び難民認定法及び外国人の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律
の一部を改正する法律」が公布。（令和6年6月21日から起算して3年以内の政令で定める日に施行）

「育成就労産業分野」において、我が国で3年間の就労を通じて特定技能1号水準の技能を有する人材を育成
するとともに、当該分野における人材を確保すること

・育成就労制度の基本方針及び育成就労産業分野ごとの分野別運用方針を策定する。
・分野別運用方針において、生産性向上及び国内人材確保を行ってもなお不足する人数に基づ
き分野ごとの受入れ見込み数を設定し、これを受入れ上限数として運用する。

育成就労外国人ごとに作成する「育成就労計画」を認定制とする。

育成就労が適正に実施されているかどうかの監理を行うなどの役割を担う監理支援機関を許可制とする

・送出国と二国間取決め（MOC）の作成や送出機関に支払う手数料が不当に高額にならない仕組みの導入
など､送出しの適性を図る。

・育成就労外国人の本人意向による転籍を一定要件の下で認めることなどにより、労働者としての権利保護
を適切に図る。

・地域協議会を組織することなどにより、地域の受入環境整備を促進する。

（資料）出入国在留管理庁「育成就労制度の概要」を元に一部編集
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育成就労制度のポイント①

●受入れ対象分野

・産業分野は特定技能の特定産業分野に限定

・業務区分は特定技能の業務区分と同一

●特定技能外国人の日本語能力について

・就労開始前 ⇒ N5等又は相当講習

・特定技能1号への移行時 ⇒ N4等又は相当講習（当面の間）

・特定技能2号への移行時 ⇒ N3等

＊「相当講習」とは認定日本語教育機関等での日本語講習の受講

●特定技能外国人の転籍について

・やむを得ない場合

・本人意向
→同一機関での就労が1年超
→技能検定試験基礎級等に合格
→日本語能力試験N5等に合格
→転籍先企業の適切性
→転職先企業が同一業務区分
→転籍先企業の受入れ負担初期費用の一部補填
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●管理・支援体制

・「外国人技能実習機構」から「外国人育成就労機構」へ改組
「受入機関に対する監督指導機能の強化」
「外国人に対する支援・保護機能の強化」
に加えて

「特定技能外国人への相談援助業務」
が追加

・「外国人育成就労機構」の労働基準監督署・地方出入国在留管理局との連携強化

＜事業主側の注意点＞

・分野別協議会への加入（加入費用や適切性を確保するためのコスト）

・採用コストの増加（外国人の入国時にかかる手数料や渡航費等の企業側の負担に）

・日本語学習のサポートが求められる（就労までにN5取得又は相当講習の受講費用）

・転職リスク（労働環境や条件等の改善が求められる）

・外国人支払の送出機関への手数料の一部負担

・転籍時の事務コスト・時間コスト負担

などの影響が考えられる。

育成就労制度のポイント②
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育成就労制度 関係機関のイメージ

（資料）出入国在留管理庁「育成就労制度の概要」より抜粋
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特定技能制度の概要

（資料）出入国在留管理庁「外国人材の受入れ及び共生社会の実現に向けた取組」より抜粋

令和6年3月29日閣議決定に
より12分野が16分野に拡大
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特定技能制度既存分野への業務追加(R6.3.29.閣議決定)

（資料）経済産業省「特定技能制度における繊維業の追加を踏まえた対応方針について（案）」より抜粋
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特定技能制度対象分野追加(新規分野)(R6.3.29.閣議決定)

（資料）経済産業省「特定技能制度における繊維業の追加を踏まえた対応方針について（案）」より抜粋
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（資料）出入国在留管理庁「外国人材の受入れ及び共生社会の実現に向けた取組」より抜粋

特定技能1号の対象分野及び業務区分一覧



Copyright ＠2024 グラスルーツ行政書士事務所 All Right Reserved

育成就労制度及び特定技能制度のイメージ

（資料）出入国在留管理庁「育成就労制度の概要」より抜粋
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（資料）厚生労働省「第6回外国人介護人材の業務の在り方に関する検討会参考資料」より抜粋

現行制度と新制度との比較イメージ
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（資料）出入国在留管理庁「育成就労制度の概要」より抜粋

施行までのスケジュール(予定)
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本国情勢を踏まえた在留ミャンマー人への緊急避難措置



ご清聴ありがとうございました！

出入国在留管理庁申請取次行政書士 田口 順一
〒700-0927 岡山市北区西古松2－26－22 上杉第8ビル1068号室
TEL：086ｰ250-5250 携帯：090-1186－0934
E-mail：merci@gr-office.com URL:https://gr-office.com/

外国人雇用サポートセンター岡山
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